
高齢化社会の賃貸市場と居住支援

居住支援連携室 種田 聖

【東京都居住支援法人】

渋谷区 居住支援セミナー
令和5年9月29日（金）



ホームネット(株)のご紹介

現在、28の都道府県から指定を受けています

栃木県茨城県福島県山形県宮城県岩手県北海道

愛知県静岡県山梨県神奈川県東京都千葉県埼玉県

広島県岡山県和歌山県奈良県兵庫県大阪府京都府

沖縄県熊本県⾧崎県福岡県愛媛県徳島県山口県

＜居住支援法人の指定＞
支援対象:高齢者

＜法人の概要＞
所在地:東京都新宿区西新宿6-8-1新宿オークタワー11階
設立:1991年12月
事業内容:緊急通報サービス、徘徊位置情報探索サービス、
健康診断予約代行サービス、介護事業支援システム、
安否確認サービス、居住支援法人業務
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賃貸市場の現状



不動産会社・賃貸オーナーの想い

■空室は増えるし、一度空くとなかなか次が決まらない・・・
■高齢者の受け入れは「孤独死」が心配
■コロナ禍の影響で家賃滞納者、低額所得者が増えた
■高齢者や障害者は民間賃貸住宅ではなく公営住宅でしょ

■入居者が高齢化してきて「孤独死」「認知症」「家賃滞納」
「保証人や緊急連絡先」が心配

■「リノベーション」「宅配ボックス」「無料Wi-Fi」など
若い人に人気な設備投資をする余裕はない

■「ローン」「売却時の価値」を考えると家賃は下げられない

■高齢者の問合せは増えているが、紹介できる物件がない
■「家賃の減額」「設備投資」だけでは空室が埋まらない
■高齢者等の受け入れはオーナーに提案しづらい
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人口推移もう若い人だけでは埋まらない

1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2030年 2040年

０～14歳

15～64歳

65歳以上

人口のピーク
引用:「日本の地域別将来推計人口2018」

15～64歳
2,196万人減

65歳以上
972万人増

30年間で
（2010年～2040年）
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物件推移賃貸住宅は供給過多
引用:「平成30年住宅・土地統計調査（総務省統計局）」

1968年 1978年 1988年 1998年 2008年 2018年

入居中

空室

空室846万戸

空室
207万戸増

（空室率13.6％）

20年間で
（1998年～2018年）

＜公営住宅＞
1998年:209万戸
2018年:192万戸

セーフティネット制度を強化し
民営借家での受け入れを推進
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入居者の変化貸主にも変化が求められる

■単身高齢世帯が大幅増
（H27）601万世帯→（H37）701万世帯

■世帯人数の減少
未婚・離婚の増加、子供の減少

■家賃滞納リスク増
雇用形態の多様化（非正規雇用の増加、終身雇用の崩壊など）
ひとり親の増加（H26年収）ひとり親296万円↔夫婦子育て世帯688万円

引用:国土交通省「住宅セーフティネット制度」
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渋谷区の人口推移
引用:渋谷区人口ビジョン（令和2年度改定版）
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孤独死の実態

▶ 男女別死亡年齢の構成比(n=6,629)

▶ 発見までの日数と男女比(n=4,899)

60代がピーク

男性が8割

引用:（一社）日本少額短期保険協会「第７回孤独死現状レポート」

平均(日)90日以上30～89日15～29日4～14日3日以内（％）

182.8%14.1%14.0%27.9%41.2%全体

182.8%14.7%14.6%28.3%39.7%男性

163.1%11.6%11.4%25.7%48.1%女性

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代～

女性 男性

40.0% 29.1% 30.9% 

2週間以上

が3割
(平均18日)
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孤独死の実態 引用:（一社）日本少額短期保険協会「第７回孤独死現状レポート」

▶ 第1発見者の構成(n=4,906)

▶ 孤独死に伴って発生する損害額
最小最大平均

残置物処理費用
1,080円1,781,595円235,839円

最小最大平均
原状回復費用

5,200円4,546,840円381,111円

合計他人警察福祉管理会社友人親族発見者

4,9065414317211,2816811,251人数（人）

10011.08.814.726.113.925.5割合（％）

他人職業上の関係者（49.6%）近親者（39.4%）属性
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平均居住年数 引用:「日管協短観 2021年6月」

学生

一般単身（学生除く）

一般ファミリー

高齢者（65歳以上）

法人

外国人

2年未満 2～4年 4～6年 6年以上

63.0％

【平均寿命】男性:81歳 女性:87歳
高齢者は⾧期間入居するため、事務負担・コストが低い

退去手続 クリーニング リフォーム 新規募集
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居住支援法人とは



居住支援法人の役割と指定状況
居住支援法人とは
・住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人として都道府県が指定するもの
・都道府県は、住宅確保要配慮者の居住支援に係る新たな担い手として指定することが可能

居住支援法人に指定される法人
・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人（公益社団法人・財団法人を含む）
・社会福祉法人
・居住支援を目的とする会社 等

居住支援法人の行う業務
①登録住宅の入居者への家賃債務保証
②住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談
③見守りなど住宅確保要配慮者への生活支援
④①～③に附帯する業務
※居住支援法人は必ずしも①～④のすべての業務を行わなければならないものではない。

居住支援法人の指定状況（令和5年6月30日時点）
富山県新潟県神奈川県東京都千葉県埼玉県群馬県栃木県茨城県福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県北海道

74314928196138933159531

島根県鳥取県和歌山県奈良県兵庫県大阪府京都府滋賀県三重県愛知県静岡県岐阜県⾧野県山梨県福井県石川県

4412835140246528131254813
計沖縄県鹿児島県宮崎県大分県熊本県⾧崎県佐賀県福岡県高知県愛媛県香川県徳島県山口県広島県岡山県

71694315175543483152112
ユニーク法人数:636

引用:国土交通省資料
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東京都の指定居住支援法人
2023年6月30日更新
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他刑余ＤＶ外国低額子育障害高齢業務エリア法人名No
-------○東京都全域ホームネット株式会社1
-○--○○○○大田区特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会2
-----○--東京都全域特定非営利活動法人リトルワンズ3
○○○○○○○○町田市社会福祉法人悠々会4
○○○○○○○○東京都23区特定非営利活動法人ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャパン5
-------○東京都全域株式会社ケアプロデュース6
○○○○○○○○練馬区、西東京市一般社団法人ささえる手7
○---○○○○板橋区、豊島区、新宿区、杉並区、墨田区、練馬区企業組合労協センター事業団8
○○○○○○○○東京都全域特定非営利活動法人コレクティブハウジング社9
-------○立川市、武蔵村山市、昭島市株式会社こたつ生活介護10
○○○○○○○○世田谷区及び近隣区特定非営利活動法人せたがや福祉サポートセンター11
○○○○○○○○主として世田谷区生活クラブ生活協同組合12
------○-千代田区、渋谷区及び府中市一般社団法人ビーンズ13
○○○○○○○○江戸川区、葛飾区、江東区、墨田区及び近隣区特定非営利活動法人東京ソテリア14
○-○○○○○○東京都全域公益財団法人日本賃貸住宅管理協会15
○--○○○○○東京都全域一般社団法人家財整理相談窓口16
○○○○○○○○東京都全域（島しょ部除く）メイクホーム株式会社17
○--○-○○○東京都23区及び近隣市株式会社ＫＵＲＡＳＨＩ18
○---○○○○杉並区、新宿区、中野区、豊島区及び近隣区特定非営利活動法人介護者サポートネットワークセンター・アラジン19
○○○○○○○○東京都全域（島しょ部除く）一般社団法人くらしサポート・ウィズ20
○○○-○-○○町田市及び近隣市特定非営利活動法人東京こうでねいと21
-------○新宿区、北区株式会社エイプレイス22
○-○○○○○○東京都全域（島しょ部除く）株式会社Casa23
○-○○○○○○東京23区、武蔵野市、三鷹市、西東京市、小金井市ベスト・レギュレーション株式会社24
○○○○○○○○豊島区及び近隣区特定非営利活動法人豊島子どもWAKUWAKUネットワーク25
○--○-○○○東京都23区一般社団法人包括あんしん協会26
○○○○○○○○練馬区及び近隣区市一般社団法人ウイズタイムハウス27
○---○○○○豊島区一般社団法人コミュニティネットワーク協会28
○○○○○○○○東京都全域有限会社アシスト29
------○-中央区及び近隣区特定非営利活動法人エヌフィット30
----○○-○大田区株式会社陽徳不動産31
○○--○-○○羽村市株式会社ヒューライフコーポレーション32
○○-○○○○○東京都23区株式会社ふるさと33
○○○○○○○○東京都全域（島しょ部除く）吉祥ハウジング有限会社34
---○-○--中央区株式会社メリアコーディネート35
○○○○○○○○立川市、府中市、国分寺市、国立市及びその近隣市一般社団法人介護グループふれあい36
---○--○○東京都23区、都内市部（一部地域除く）株式会社ジェイ・エス・ビー・ネットワーク37
○---○○○○世田谷区社会福祉法人大三島育徳会38
○○○-○-○○東京都全域（島しょ部除く）株式会社ホッとスペース東京39
○----○○○東京都全域（島しょ部除く）特定非営利活動法人インクルージョンセンター東京オレンヂ40
○--○-○○○江戸川区、葛飾区、墨田区、江東区一般社団法人生涯現役ハウス41
-------○東京都全域株式会社R６５42
○○○○○○○○板橋区、練馬区、豊島区、台東区、中野区株式会社うぐいす不動産43
------○-江東区社会福祉法人おあしす福祉会44
----〇--〇東京都全域インケアフィット株式会社45
--〇〇--〇〇東京都全域IGOCOCHI株式会社46
---〇○○〇〇足立区社会福祉法人白寿会47
-----○-○八王子市、日野市一般社団法人住まいと暮らしの相談室48
---○○-○○東京23区、立川市、武蔵野市、三鷹市、小金井市、国立市特定非営利活動法人ウェルフェア中之島49

渋谷区を業務エリアとしている居住支援法人は24法人

引用:国土交通省資料



ホームネットの居住支援



①入居相談
安否確認サービスの提携不動産店と連携した部屋探し

▶ 支援対象者
高齢であること等を理由に住まい探しにお困りの方

行政

居住支援法人

個人

居住支援法人

提携不動産店

高齢者

▶ 高齢者以外は得意分野に応じて他の居住支援法人に連携

高齢者以外

▶ 入居相談で多い事例
現住居の老朽化に伴う取り壊しによる立ち退き立ち退き

生活保護を受給するにあたり住宅扶助費の範囲内の家賃物件への転居生活保護

階段昇降が困難になり1階への転居を希望ADL低下

0120-460-560
月曜と木曜の9～18時
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②安否確認サービス
オーナーが安心して高齢者を受け入れるためのサービス提供

17

１ 安否確認
週2回、音声ガイダンスの電話で安否確認を行い、メールで結果をお知らせ

A

1日の間に電源のON/OFFが確認できない場合にメールでお知らせ

B

２ 死亡時の費用補償
利用者が自宅内で誰にも看取られずに亡くなった場合の下記費用
■原状回復費用（修繕・清掃・異臭除去・消毒等）■残存家財片付け費用支払対象

■見まもっTELプラス:100万円 ■ＨＮハローライト:50万円補償限度額



②安否確認サービス
18ページ記載のサービスを「渋谷区高齢者住まい安心サポート」として提供
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▼詳細はチラシをご確認ください▼

◆初回登録料を16,500円まで補助
※対象者の条件を満たす方

◆渋谷区内に所在する物件の入居者が対象

◆取り扱いには、ホームネット(株)との業務委託契約が必要
※ご希望の方は最終ページ記載の問い合わせ先にご連絡ください。

閉会後にお声かけいただいても結構です。



③家財整理・特殊清掃
適正な家財整理業者選びで次の居住支援につなげる

19

▶ 家財整理事業者とのトラブルは増加

▶ ホームネットは の賛助会員です
入会審査をクリアした、行政にも消費者にも安心して紹介できる業者のみが加盟できる
（一社）家財整理相談窓口の加盟事業者と連携して作業を実施します。

▶ あんしん居住制度の家財整理サービス

高額請求
追加請求

法令違反
不法投棄

遺品窃盗
建物損傷

知識不足
技術不足

▶ 良い家財整理事業者の見分け方
☑家財整理の専門業者か?
☑不用品の買い取りに必要な「古物商免許」はあるか?
☑ホームページにスタッフの顔写真等が掲載されているか?
☑追加料金の有無やアフターサービスについて説明があるか
☑リユースやリサイクルに関する取り組みをしているか?

公益財団法人 東京都防災・建築まちづくりセンターが実施する「あんしん居住制度」に、
令和5年7月1日から新しいメニューとして「家財整理サービス」が新設されました。
遺品整理から特殊清掃まで、依頼内容に応じて安心して依頼できる業者の見積を手配します。



最近の国の動き



宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン
引用:国土交通省ホームページ目的

個々の不動産取引に際し、心理的瑕疵に該当する事案の存在が疑われる場合において、それが買主や借主に対し
て告知すべき事案に該当するかどうかが明確でなく、告知の要否、告知の内容についての判断が困難なケースがあるた
め、対応の判断に資するよう、一定の考え方を示す。

ガイドラインの位置づけ
●現時点において裁判例や取引実務に照らし、一般的に妥当と考えられるものを整理し、とりまとめたもの。
●本ガイドラインで示した対応を行わなかった場合、直ちに違反となるものではないが、トラブルとなった場合には、所轄

行政庁における監督に当たって、本ガイドラインが考慮される。
●本ガイドラインに基づく対応を行った場合であっても、民事上の責任を回避できるものではない。
●本ガイドラインは、新たな裁判例や取引実務の変化を踏まえるとともに、社会情勢や人々の意識の変化に応じて、

適時に見直しを行うこととする。

主な内容
●他殺、自死、事故死その他原因が明らかでない死亡が発生し、その事実を認識している場合は、発生時期、場所、

死因を借主に対して告げるものとする。（特段の事情がない限り、事案の発生から概ね3年間）
●自然死又は日常生活の中での不慮の死が発生し、その事実を認識している場合には、原則として告げる必要はな

いものとする。ただし、⾧期間にわたって人知れず放置されたこと等に伴い、いわゆる特殊清掃や大規模リフォーム
等が行われた場合においては、原則として、これを告げるものとする。

スケジュール
▶ 令和2年 2月 5日 「不動産取引における心理的瑕疵に関する検討会」を設置
▶ 令和3年 5月20日 ガイドライン案のパブリックコメント開始（～同6月18日）
▶ 検討会においてパブリックコメント結果の報告・追加討議
▶ 令和3年10月 8日 ガイドラインの公表 21



残置物の処理等に関するモデル契約条項（令和3年6月7日施行）

引用:国土交通省ホームページ目的
単身高齢者の居住の安定確保を図るため、賃借人の死亡後に契約関係及び居室内に残された家財残置物を円滑
に処理できるように、①賃貸借契約の解除、②残置物の処理に関する条項からなる委任契約書のひな形を策定。
【想定される利用場面】単身高齢（ 原則として60歳以上）が賃借人である場合

モデル契約条項の位置づけ
モデル契約条項は、その使用が法令で義務づけられているものではありませんが、モデル契約条項を利用することにより、
合理的な死後事務委任契約等が締結され、ひいては、単身の高齢者の居住の安定確保が図られることを期待し、広く
普及に努めています。

主な内容
①賃貸借契約の解除に関する条項

●受任者に対し、賃借人の死亡時に賃貸借契約を解除する代理権を与える。 等
②残置物の処理に関する条項

●受任者に対し、賃借人の死亡時に居室内に残された家財(残置物)の廃棄や指定先へ送付する事務を委任する。
●賃借人は、「廃棄を希望しない残置物」を特定するとともに、その送付先を明示する。
●受任者は、賃借人の死亡から一定期間（少なくとも3ヵ月）が経過し、かつ、賃貸借契約が終了した場合、「廃

棄を希望しない残置物」を除いたものは廃棄する。(※)換価することができる残置物については、換価するように努める。 等
③その他

●賃貸人は、賃借人が死亡したことを知ったときは、委任契約の受任者に通知する。 等

想定される受任者
以下のいずれか 。（賃貸人は賃借人と利益相反の関係にあるため、受任者とすることは避けるべき。）
●賃借人の推定相続人
●居住支援法人、管理業者等の第三者（推定相続人を受任者とすることが困難な場合） 22



住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会
引用:国土交通省ホームページ目的

今後の単身高齢者世帯等の増加により、住宅確保要配慮者の居住ニーズは高まることが見込まれています。厚生労働
省、国土交通省、法務省では、３省合同による本検討会を設置し、住宅確保要配慮者の円滑な住まいの確保や、住
宅政策と福祉政策が一体となった居住支援機能等の在り方について検討します。

開催状況
■第１回:７月３日 ■第２回:８月１日 ■第3回:8月28日 ■第4回:9月21日（いずれも令和5年）

委員の構成
【座⾧】 大月 敏雄 東京大学大学院工学系研究科教授
【委員】 井上 由起子 日本社会事業大学専門職大学院教授

常森 裕介 東京経済大学現代法学部准教授
中川 雅之 日本大学経済学部教授
三浦 研 京都大学大学院工学研究科教授
矢田 尚子 日本大学法学部准教授
奥田 知志 (一社)全国居住支援法人協議会共同代表副会⾧／NPO法人抱樸理事⾧
早野 木の美 (公社)日本消費生活アドバイザー･コンサルタント･相談員協会
荻野 政男 (公財)日本賃貸住宅管理協会常務理事
岡田 日出則 (公社)全国宅地建物取引業協会連合会理事
三好 修 (一社)全国居住支援法人協議会副会⾧(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会前会⾧
出口 賢道 公益社団法人全日本不動産協会常務理事
金井 正人 社会福祉法人全国社会福祉協議会常務理事
稲葉 保 更生保護法人全国更生保護法人連盟事務局⾧
林 星一 座間市福祉部参事兼福祉事務所⾧兼地域福祉課⾧
加藤 高弘 名古屋市住宅都市局住宅部⾧
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高齢者の受け入れ方を考える



ステージに応じたサポート

ステージ 課題 サポート

退去時

入居前

退去時

入居中

入居時

高齢者と空室のマッチング

居
住
支
援
法
人
と
の
連
携

セーフティネット住宅に登録

安否確認

死亡時の損害

家賃の滞納

安否確認サービス

家賃債務保証／代理納付

各種保険・保証

高齢化に伴う
－身体機能の低下
－判断能力の低下

その他

地域包括支援センター

介護保険サービス
各種行政サービス

原状回復／遺品整理
作業と費用

家財整理サービス

退去後 空室期間の家賃 家賃債務保証

各種保険・保証

社会福祉協議会
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高齢者の受け入れ方を考える
■年齢だけで判断しない

年齢

高齢者
（60代）

高齢
（70代）

高齢
（80代～）

～65歳

生活保護受給

無職(年金)

給与所得

所得

身体障害

精神障害

犯罪歴

その他

認知症

無職(無年金)

人間関係

連帯保証人あり

連帯保証人なし
緊急連絡先あり

緊急連絡先なし

近親者が近隣

近親者が遠方

近親者以外の支援者
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高齢者の受け入れ方を考える
■入居のハードルを下げる

今後現在
安否確認サービス等の加入を条件に75歳ま
で受け入れる

65歳以上の単身者
は断っている

緊急連絡先がいて、家賃債務保証の審査
が通るなら受け入れる

連帯保証人がいない人
は断っている

近親者が遠方でも連絡が取れるなら高齢者
でも受け入れる

近親者が近隣にいない
高齢者は断っている

受給理由に納得できれば、住宅扶助費の代
理納付・安否確認サービス等の加入を条件
に受け入れる

生活保護受給者
は断っている

例
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始めてみませんか

あなたの物件を
必要としている方がいます

居住支援連携室 種田 聖
電話:03-6630-8037 （平日9:00～18:00）
Mail:taneda@homenet-24.co.jp東京都新宿区西新宿6-8-1 新宿オークタワー11階


